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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 保健衛生管理費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 84 159 159 159 75

財

源

内

訳

国 0

県 18 25 25 25 7

市債 0

その他 0

一般財源 66 134 134 134 68

事業

概要

済生会病院から派遣される医師により、健診の結果説明及び相談会を集

団で実施し、市民の健康保持・増進を図るとともに、市の保健事業等への

指導・助言を受ける。
今年度

見直し

事 項

事業

目的

医師による健診の結果説明及び生活習慣に関する相談に応じ、市民の

健康保持・増進を図る。

その他

現状と

背景

生活習慣病相談は、H24年度までは月1回午後1時30分～3時30分に保

健相談センターで実施していた。健診期間以外は実績が少ないことより、

事業の見直しを行い、健診実施期間中に結果説明会及び相談会として、

集団で開催することとする。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 母子健康手帳交付事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 69 70 70 70 1

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 69 70 70 70 1

事業

概要

妊娠届書提出時に母子健康手帳を交付し、妊娠中から母子の健康管理

を行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

母子健康手帳に妊娠経過などを記載し、妊娠中から一貫した母子の健康

管理を行う 。

その他

現状と

背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、妊娠中からの支援

が必要である。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 日曜休日応急診療所管理事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 3,557 3,367 3,367 3,367 ▲ 190

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 3,557 3,367 3,367 3,367 ▲ 190

事業

概要

日曜・休日における救急医療に対応するため診療所を開設し、内科及び

小児科の診療を行う 。運営は指定管理者に委託。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

日曜・休日に発生する医療への応急体制を整え、市民の健康保持に寄

与する。

その他

現状と

背景

昭和49年の開設以来、日曜・休日における地域の医療を担う 。毎年800

人前後の受診があり、松江市東部等からの受診もある。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 ブックスタート事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 671 688 688 688 17

財

源

内

訳

国 0

県 335 344 344 344 9

市債 0

その他 0

一般財源 336 344 344 344 8

事業

概要

絵本を開く 楽しい体験と共に、市民ボランティアが応援メッセージを伝え、

絵本を贈る。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

絵本を介してよりよい親子関係づく りを促すために、読み聞かせの大切さ

と、地域で子育てを応援していますという メッセージを伝え、絵本を手渡

す。

その他

現状と

背景

読み聞かせボランティアにより、ブックスタートを6か月健診で、ブックス

タートプラスを1歳6か月健診で実施。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 妊娠期からの読み聞かせ事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 409 416 416 416 7

財

源

内

訳

国 0

県 204 208 208 208 4

市債 0

その他 0

一般財源 205 208 208 208 3

事業

概要
母子手帳交付時にパンフレットと共に絵本を1冊手渡す。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

胎児に向かっての絵本の読み聞かせの大切さを伝え、妊娠期から、絵本

を介して親子の絆を深めるきっかけとする。

その他

現状と

背景

胎児は6か月に入ると 外の音や声に反応するため、妊娠期からの読み聞

かせを通し、親子関係づく りのきっかけとする。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 ５歳児発達相談

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 189 204 204 204 15

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 189 204 204 204 15

事業

概要

保育園(所）幼稚園の年中児を対象に、行動発達面や子育ての不安につ

いて、専門の医師などによる診察や相談を行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

就学前の時期に、子どもの発育・発達に関する問題等を発見し、早期の

対応をすることで、就学後の問題を軽減するとともに、子どもの健康の維

持増進を図る。また、保護者の子育てに関する相談への助言、指導を行

い不安の軽減を図る。

その他

現状と

背景

児童発達相談センター、保育士と連携しながら、就学に向けた子育て支

援として重要な場である。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 心のヘルスケア事業（心の相談）

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 232 166 166 166 ▲ 66

財

源

内

訳

国 0

県 16 ▲ 16

市債 0

その他 0

一般財源 216 166 166 166 ▲ 50

事業

概要

心の健康づく りや精神疾患に対する正しい知識の普及啓発のための講

演会や窓口等での制度紹介等に関するちらし配布、保健師、臨床心理士

による相談事業を行う 。
今年度

見直し

事 項

事業

目的

メンタルヘルスに対する認識を高め、予防活動や身近なところで相談に応

じ早期対応を行っていく ことで、自殺予防、精神疾患の罹患率減少や悪

化防止を図る。

その他

現状と

背景

市内で精神保健福祉手帳保持者や精神科・心療内科に受診している自

立支援医療受給者の数は年々伸びている。H25年に市内に心療内科が

できたが、受診の見極めが難しい人や、カウンセリングを必要とする人も

�少なく ない。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 精神障がい者福祉管理費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 155 154 154 154 ▲ 1

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 28 27 27 27 ▲ 1

一般財源 127 127 127 127 0

事業

概要

精神障がい者の社会復帰促進のために、当事者同士の交流等を目的と

した事業を開催するほか、自立支援医療（精神通院）・精神障害者保健

福祉手帳の交付に関わる事務手続きを行う 。
今年度

見直し

事 項

事業

目的

当事者に対し、出かけることができる場等を設けるとともに、周囲の福祉

サービスの充実を図ることで、精神障がい者が自立した生活を送れる地

域づく りを推進する。

その他

現状と

背景

精神、発達に関する障害は周囲の理解を得られにく く 、生活や就労に支

障を生じ外に出かけることができなく なる場合が少なく ないため、環境整

備が必要となる。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 ３歳児健康診査

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,222 1,480 1,480 1,480 258

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 1,222 1,480 1,480 1,480 258

事業

概要
３歳から４歳未満の児を対象に健康診査を実施し、子育て相談を行う 。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

３歳という 精神発達や身体発達において一つの区切りを迎えるこの時期

に健康診査を実施し、疾病の予防や早期発見、早期治療、療育を図ると

ともに、保護者の悩みや相談を受け止め、助言指導をすることで、幼児の

健全な育成を促進する。

その他

現状と

背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要と

する保護者が増えている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 １歳６か月児健康診査

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 626 666 666 666 40

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 626 666 666 666 40

事業

概要

１歳６か月から２歳未満の児を対象に健康診査を実施し、子育て相談を

行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

１歳６か月という 精神発達の面で歩行や言語等発達の標識が容易に得ら

れる時期に健康診査を実施し、疾病の予防や早期発見、早期治療を図る

とともに、その保護者に適切な指導助言をすることで、幼児の健全な育成

を促進する。

その他

現状と

背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要と

する保護者が増えている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 ６か月児健康診査

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 459 489 489 489 30

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 459 489 489 489 30

事業

概要
６、７か月の乳児を対象に健康診査を実施し、子育て相談を行う 。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

６か月という 精神発達や身体発達において一つの区切りを迎えるこの時

期に健康診査を実施し、疾病の予防や早期発見、早期治療を図るととも

に適切な助言指導をすることで、保護者の育児不安の軽減と乳児の健全

な育成を促進する。

その他

現状と

背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要と

する保護者が増えている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 乳児・幼児健康相談

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 80 93 93 93 13

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 80 93 93 93 13

事業

概要

乳幼児の身体計測や健康相談、栄養相談（離乳食講習会）、歯科相談を

行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

保護者から育児の不安や疑問などの相談を受け、適切な助言指導をする

ことで、保護者の育児不安の軽減と乳児の健全な育成を促進する。また、

子育てを行う 保護者同士が関わりを持ち話しをする中で、育児不安の軽

減や解決方法の模索、育児仲間の形成を図る。

その他

現状と

背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要と

する保護者が増えている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 妊産婦健康相談

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 22 22 22 22 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 22 22 22 22 0

事業

概要

妊産婦に対して、助産師による保健指導や相談を行いながら、妊娠中か

らの健康管理を行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

妊娠中の不安などの相談を受け、適切な助言指導を行う ことで、心身共

に安定した妊娠経過がおく れるよう にする。

その他

現状と

背景

少子化、核家族化等、時代や社会背景の変化により、育児支援を必要と

する保護者が増えている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 両親学級

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 77 95 95 95 18

財

源

内

訳

国 0

県 38 47 47 47 9

市債 0

その他 0

一般財源 39 48 48 48 9

事業

概要

妊婦とその夫を対象に、育児や制度、夫のサポート方法等についての講

�話を行う 。 平成25年度から、専門講師によるコミュニケーショ ンの基礎を

学ぶ機会を作り、妊娠期から両親が子どもに向き合い、子どもの心をそ

だてる意識を育むきっかけづく りを行う 。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

 妊娠中の栄養、夫のサポート方法や妊娠疑似体験、また、育児や制度等

についての知識を習得し、仲間づく りの場とする。また、コミュニケーショ

ンを学び絵本の読み聞かせを体験することで、妊娠期からの親子関係づ

く りを促す。

その他

現状と

背景

転勤者や核家族も多く 、夫への子育てサポートは重要である。使える制

度など、病院の教室では得られない内容を取り入れている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 妊婦・乳児一般健康診査

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 26,768 26,335 25,871 25,871 ▲ 897

財

源

内

訳

国 0

県 25 25 25 25 0

市債 0

その他 0

一般財源 26,743 26,310 25,846 25,846 ▲ 897

事業

概要
妊婦に14回・乳児に2回の一般健康診査費用の助成を行う 。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

妊娠経過、及び乳児の成長発達上、必要な時期に、確実に健診受診が

出来る環境をつく ることで、受診率の向上にもつながり、妊婦・乳児の健

康管理の向上を図る。

その他

現状と

背景
健康診査を受けることにより、妊産婦・乳幼児の健康管理ができている。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 １歳６か月児事後健診

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 254 254 254 254 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 254 254 254 254 0

事業

概要

精神発達分野における、1歳６か月児健康診査後の、２次スクリーニング

の場。脳神経小児科医師による診察、相談。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

 １歳６か月児健康診査において、明らかな疾患以外に経過観察の必要

があると思われる幼児と保護者に対して、継続的に専門的な立場から診

察及び指導を行い、幼児が有する能力を最大限に引き出し、正常な発

育・発達の手助けをすることを目的とする。

その他

現状と

背景

保健相談センターが場所であるため、保護者が受診しやすい。専門医師

に診察、相談出来る場として、重要である。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 すく すく 教室開設事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 11 13 13 13 2

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 11 13 13 13 2

事業

概要

入園前の子どもが対象。療育を取り入れた遊びの教室。月に1から2回開

催。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

 健康診査の結果等で経過観察が必要な幼児や育児不安を持っている母

�親等に対し、療育を加味した遊びを通して集団的な助言・指導を行う 。 ま

た、育児不安の解消、親子関係の確立を目指し、子どもの健やかな発達

�を促すことを目的とする。　

その他

現状と

背景

子育て不安をもつ保護者も増えており、月1～2回親子と出会い、子ども

の様子を確認すると共に、保護者に対する子育て支援の場にもなってい

る。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 こんにちは赤ちゃん訪問事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,808 2,688 2,688 2,688 ▲ 120

財

源

内

訳

国 900 ▲ 900

県 0 672 672 672 672

市債 0

その他 0

一般財源 1,908 2,016 2,016 2,016 108

事業

概要

生後4か月までの全ての母子を対象とし、助産師が家庭訪問をし、母子の

状況、家庭環境などの観察、子育て相談、情報提供などを行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

 子育ての不安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供等を行う とと

もに、母子の心身の状況や養育環境等の把握及び助言を行い、支援が

必要な家庭に対し適切なサービス提供につなげる。これにより、乳児家庭

の孤立化を防ぎ、乳児の健全な育成環境の確保を図ることを目的とする。

その他

現状と

背景

全ての母子を対象としており、訪問によりその家庭に行く ことで、より生活

に沿った子育て支援が行える。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 保健衛生事務人件費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 133,211 129,361 129,361 901 130,262 ▲ 2,949

財

源

内

訳

国 0

県 249 336 336 87

市債 0

その他 10,052 10,057 10,057 10,057 5

一般財源 122,910 119,304 118,968 901 119,869 ▲ 3,041

事業

概要
市民の健康保持・増進を図る事業等に従事する職員の人件費。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

健康診査やがん検診、母子保健事業等を実施する職員の人件費を確保

し、市民の健康保持・増進を図る。

その他

現状と

背景



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 鳥取県西部広域行政管理組合負担金（病院群輪番制）

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 3,561 3,561 3,561 1,349 4,910 1,349

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 3,561 3,561 3,561 1,349 4,910 1,349

事業

概要

鳥取県西部圏域の救急告示医療機関が、輪番で平日の夜間・休日の昼

夜に発生した救急医療に対応するための負担金。米子市、境港市、西部

町村が人口割で負担。
今年度

見直し

事 項

事業

目的

平日の夜間・休日の昼夜に発生した事故や急病による救急患者を迅速・

的確に受け入れる医療体制を強化する。

その他

現状と

背景

病院郡輪番制に加入している医療機関が、2医療機関一組で対応してい

る。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 鳥取県西部歯科保健センター運営費補助金

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 644 644 644 644 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 644 644 644 644 0

事業

概要

休日の歯科診療や障害児（者）の歯科診療を実施している鳥取県西部歯

科保健センターに対する補助金。米子市、境港市、西部町村で負担。 今年度

見直し

事 項

事業

目的
休日の歯科診療や障害児（者）の歯科診療体制を整備する。

その他

現状と

背景

�○休日歯科診療 診療日：休日、祝日及び盆（8月13日～15日）、年末年

� �始（12月30日～1月3日） 時　間：午前9時～午後3時 ○障害児（者）歯科

� �診療 診療日：毎週木曜日 時間：午後1時30分～4時



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 こどもの成長発達を考える講演会開催事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 95 95 95 95 0

財

源

内

訳

国 0

県 47 47 47 47 0

市債 0

その他 0

一般財源 48 48 48 48 0

事業

概要

子どもの状況や親の子育てについて情報交換をし、よりよい育ちに関す

る新たな施策について検討していく 。その過程で、講師を依頼し、多方面

からのスーパーバイズを受けたり、講演会を開催し、子どもの育ちに対し

て考えるきっかけとする。

今年度

見直し

事 項

事業

目的
よりよい子育て支援をおこなう ため、専門職の質の向上を図る

その他

現状と

背景



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 歯科衛生事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,692 2,692 2,692 2,692 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 2,692 2,692 2,692 2,692 0

事業

概要

乳幼児健診や相談の場で歯科衛生士によるブラッシング指導及び相談

の業務を西部歯科保健センターへ委託する。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

歯科衛生士の保健指導により、乳幼児の健全な口腔衛生、育成を図るた

めに委託を行う 。

その他

現状と

背景

専門職による、正しい口腔衛生管理の仕方を情報提供し、子育て支援を

していく 必要がある。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 精神・発達障がいを支える地域づく り事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 �単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 22 16 16 16 ▲ 6

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 22 16 16 16 ▲ 6

事業

概要

精神・発達障がいに対する理解を深め、当事者・家族にとって安心して過

ごせる地域を目指すために、こころの病気を抱えている人に接する機会

の多い専門職や家族会、ボランティア団体に対し、研修会を行う
今年度

見直し

事 項

事業

目的

精神、発達の障がいに対する偏見や誤解をなく し、当事者や家族が過ご

しやすい環境を整える。また、専門機関が必要な知識を共有し、協力する

ことで、適切な対応ができる体制を整える。

その他

現状と

背景

精神、発達の障がいは日常生活だけでなく 、人間関係に支障をきたしや

すいため、職場、地域での理解が必要であるが、病気自体がよく 知られ

ていないことなどから、誤解や偏見をまねきやすい。よって、専門職、地域

住民に疾患の理解を求める必要がある。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 142 142 142 142 0

財

源

内

訳

国 0

県 71 70 70 70 ▲ 1

市債 0

その他 0

一般財源 71 72 72 72 1

事業

概要

小児慢性特定疾患児の生活の質的向上を図るため、特殊寝台等の日常

生活用具給付を行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

小児慢性特定疾患児については、日常の生活に特殊な生活用具を必要

とすることが多い。医療費に加え患者、家族の経済的負担は大きいため、

日常生活用具に要する費用を給付することで、経済的負担を軽減する。

その他

現状と

背景
平成２１年度から鳥取県において事業実施



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 ＡＥＤ(自動体外式除細動器)整備事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,434 1,576 1,902 1,902 468

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 1,434 1,576 1,902 1,902 468

事業

概要

公共施設のＡＥＤ（自動体外式除細動器）を維持管理し、近隣で発生する

事態に対応する。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

ＡＥＤや収納ケース等の維持管理を行い、市民の救急救命体制の整備を

図る。

その他

現状と

背景

平成22年度までに公民館、学習等供用施設、主要公共施設、保育所、幼

稚園にＡＥＤを設置した。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 地域自死対策緊急強化事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,092 74 74 74 ▲ 1,018

財

源

内

訳

国 0

県 1,092 ▲ 1,092

市債 0

その他 0

一般財源 0 74 74 74 74

事業

概要

境港市で自らいのちを絶つ人を減らすには、「自死」や「う つ」の啓発だ

けでなく 、生きずらさ、孤独、孤立を防ぐ活動が必要ではないかと考え、平

成24年度から子供のころからいのちやこころに関心がもてる取り組みとし

て、実行委員会を立ち上げ協議を行っている。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

境港市で自らいのちを絶つ人を少なく する。いのちやこころの有り様に関

心を持つ子供を増やす。

その他

現状と

背景

全国で自殺者数が１１年連続で３万人を超え、国は地域における自殺対策の強化

のため、平成２１年度から「地域自殺対策緊急強化基金」を造成した。(平成２５年度

終了)境港市の自死者数は過去１０年間で１００名以上となり、自死率も 全国平均を

超える年が多い。ま た、自立支援医療（精神）の受給者も 年々増えているが、その

中で、自死の大きな要因であるう つ病の患者も 増加していることから、対策が必要

である。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 産後ヘルパー派遣事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 40 42 42 42 2

財

源

内

訳

国 0

県 6 7 7 7 1

市債 0

その他 28 28 28 28 0

一般財源 6 7 7 7 1

事業

概要

出産後の母は、身体の回復が十分でなく また精神的にも不安定になりや

すい時期である。この時期に、核家族や多胎など、家事等の手伝いを必

要とする家庭に、ヘルパーを派遣し、母親の精神的、肉体的負担を軽減

し、産後の生活支援を行う 。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

核家族などにより、出産後の身体的、精神的に不安定になりやすい母の

フォローが出来にく い家庭に対し、ヘルパーを派遣し、母の負担軽減を

図る。

その他

現状と

背景

社会環境等の変化に伴い、核家族は増加傾向にあり、また父の勤務時

間も遅く までで、退院後、母のみで育児する家庭も少なく ない。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 妊婦・乳児一般健康診査費補助金

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 963 963 963 963 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 963 963 963 963 0

事業

概要

里帰り等により、市と健康診査業務の委託契約を締結している医療機関

以外の医療機関で健康診査を受けた者に対して、その費用を助成する。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

里帰り等のために、委託契約を締結していない医療機関において健康診

査を行ったときに支払う 費用について助成を行う ことで、住民の健康管

理とサービスの公平化を図る 。

その他

現状と

背景

境港市に住所を有したまま、出産などで長期間自宅を離れる場合は、境

港市が発行している妊婦乳児一般健康診査受診券は使えないため、自

費で受診している 。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 保健師研修事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 138 133 133 133 ▲ 5

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 138 133 133 133 ▲ 5

一般財源 0 0 0 0 0

事業

概要
保健師が資質の向上を図るための研修会を受講する。

今年度

見直し

事 項

事業

目的
県外研修を受講することで、保健師の資質向上を図る。

その他

現状と

背景

鳥取大学医学部保健学科地域看護学習実習生を受け入れるのに伴い交

付される歳入の使途として、鳥取大学の意向により保健師の研修を行う 。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 不妊治療費助成金

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,828 2,328 1,828 1,828 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 1,828 2,328 1,828 1,828 0

事業

概要

特定不妊治療（体外受精・顕微受精）と人工授精（採取した精子を子宮内

に注入）に要する経費の一部を助成する。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

不妊治療は保険適用外のため、助成金により子どもが欲しい夫婦の経済

的負担を軽減し、不妊治療を受けやすく する。

その他

現状と

背景

�国及び鳥取県は、特定不妊治療について16年度から助成。 また、県は

人工授精に対する助成を23年度から開始。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 予防接種・健康管理システム改修事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,686 2,595 2,595 2,595 909

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 1,686 2,595 2,595 2,595 909

事業

概要

予防接種の接種履歴や健康診査の結果を集計、管理するシステムを事

業の内容変更等により改修する。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

予防接種や健診の結果を集計・分析することにより、地域の実態に即した

保健事業を実施できるよう にする。

その他

現状と

背景



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 未熟児養育医療費給付事業

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,437 2,009 2,009 2,009 ▲ 428

財

源

内

訳

国 1,042 892 889 ▲ 153

県 521 446 444

889

444 ▲ 77

市債 0

その他 339 224 224 224 ▲ 115

一般財源 535 447 452 452 ▲ 83

事業

概要

養育のため病院または診療所に入院することを必要とする未熟児に対

し、養育に必要な医療の給付を行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

未熟児は疾病にかかりやすく 、死亡率も高率で、心身の障がいを残すこ

とも多いことから、医療が必要な未熟児が適切な医療を受けられるよう 給

�付を行う 。

その他

現状と

背景

平成２４年度まで県が行っていた給付事務を権限委譲により平成２５年度

から市町村が実施する。



10

4

1

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 衛　生　費
事業名 済生会境港総合病院救急医療事業費補助金

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 25,000 25,000 25,000 25,000

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 25,000 25,000 25,000 25,000

事業

概要

済生会境港総合病院の不採算部門である救急医療事業に助成する。(特

別交付税対象) 今年度

見直し

事 項

事業

目的

公的病院である済生会境港総合病院の不採算部門である救急医療事業

�に助成することにより、救急医療体制の維持を図る。

その他

現状と

背景

救急医療事業は、一定レベルで維持しなければならないが、病院にとって

は不採算のため維持が困難となっているため、不採算地区の公的病院等

に助成した市町村に特別交付税措置がされる。


